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JSG ニュースレター 

<Tax> 

経済部が「中小企業発展条例」の改正案を公表 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

国際経済・貿易情勢が急速に変化する中、グローバル・サプライチェーンの再編、デジ

タル技術及び人工知能（AI）技術の急速な発展、情報セキュリティリスクの高まり、

ネットゼロへの移行の潮流、さらには少子高齢化等の外部環境の変化を受け、中小企

業の経営上の課題はますます増加しています。特に、零細企業はリソースに限りがあり、

スタートアップ企業においても人材確保、資金調達及び市場開拓等の課題に直面して

います。 

こうした企業の各発展段階における政策ニーズに対応するため、経済部は2026年9

月10日付で「中小企業発展条例」の改正草案を公表し、条例名称を「中小・零細企

業の転換・高度化発展条例」（中国語：中小微企業轉型升級發展條例）に変更

しました。主な改正点は、以下のとおりです。 

 

条文 追加／改正内容 

第2条 

（中小・零細企業、零細企

業及びスタートアップ企業の

定義） 

➢ 「中小企業」を「中小・零細企業」（中国語：中

小微企業）に改める。 

➢ 現行の「小規模企業」を「零細企業」（中国語：

微型企業）に改称する。 

➢ スタートアップ企業を新たに定義し、中小・零細企

業のうち、設立後一定年数未満であり、かつ一定

のイノベーション要件を満たす企業をいう。 
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第11条 

（研究開発支出に係る投

資税額控除率の上限引上

げ） 

➢ 中小・零細企業の研究開発支出に係る投資税

額控除率の上限を引き上げる。 

⚫ 当年度の営利事業所得税額から控除する場

合：研究開発支出に係る投資税額控除率

の上限を 15％から 20％に引き上げる。 

⚫ 当年度から 3 年以内の各年度の営利事業所

得税額から控除する場合：研究開発支出に

係る投資税額控除率の上限を 10％から 15％

に引き上げる。 

➢ 研究開発、実験または品質検査に使用する機

器・設備について、償却年数を 2 分の 1 に短縮で

きる特例規定を削除する。 

第18条 

（設備投資税額控除の新

設） 

➢ 中小・零細企業が自ら使用する新品のスマート機

械、5G システムの導入、情報セキュリティ製品・サ

ービス、AI製品・サービス、デジタル管理製品・サービ

ス、または省エネルギー・脱炭素化に関連する新品

のハードウェア、ソフトウェア、技術若しくは技術サー

ビスを導入する場合： 

⚫ 同一課税年度における支出額の合計が新台

湾ドル 25 万元以上 5 億元以下の場合、以

下のいずれかの方法を選択して営利事業所得

税額から控除できる。各年度の控除額は、当

該年度の営利事業所得税額の 30％を上限

とし、一度選択した方法は変更できない。 

1. 支出額の 5％を上限として、当年度の営利

事業所得税額から控除する。 

2. 支出額の 3％を上限として、当年度から 3

年以内の各年度の営利事業所得税額か

ら控除する。 

⚫ 当年度に購入した機器及び設備に係る支出

の全額について、産業創新条例第 10 条の 1

その他の法律に規定する機器・設備投資に係

る所得税優遇措置との重複適用はできない。 

⚫ 中小・零細企業が上記の設備投資税額控除

適用を申請する場合、一定の効果が見込まれ

る投資計画を提出し、各中央目的事業主管

機関の個別承認を受けなければならない。ま

た、申請は同一課税年度に 1 回に限られる。 

第31条 

（新規雇用従業員に係る

給与費用の割増控除の対

象拡大及び一般従業員の

賃上げに係る割増控除率の

引上げ） 

➢ 中小・零細企業が従業員を新規雇用した場合に

適用できる給与費用の割増控除率（200％）に

ついて、その対象を、29 歳以下または 55 歳以上

の台湾籍一般従業員に拡大する。 

➢ 中小・零細企業が、法定最低賃金の引上げとは

別に、現職の台湾籍一般従業員に対して実施す



る賃上げに係る給与費用について、割増控除率を

175％から 200％へ引き上げる。 

旧第33条及び第34条を廃

止（土地増値税の納付方

法及び税率の優遇措置） 

➢ 経済部は、適用実績が少なく、従来の政策目的

も薄れてきていることから、以下の規定を廃止する 

① 工業区内の土地を現物出資して中小企業に投

資する場合に認められていた土地増値税の分割

納付規定 

② 中小企業が条例規定に基づき工場を工業区等

へ移転した場合に、従前の工場用地の売却また

は移転に土地増値税の最低税率を適用できる

優遇措置 

第37条 

（研究開発支出と設備投

資税額控除等を併用する場

合の上限） 

➢ 中小・零細企業が同一年度に第 11 条及び第 18

条の投資税額控除を併用する場合、または他の

法律に規定する投資税額控除と併用する場合、

当年度の税額控除額の合計は、当年度の営利

事業所得税額の 50％を超えないものとする。ただ

し、他の法律の規定により当年度が最終控除年

度であり、かつ控除額に制限を受けない場合は、こ

の限りでない。 

 

勤業衆信の見解 

今般の改正案では、中小・零細企業向けの租税優遇措置が大幅に拡充され

ます。主な内容は、研究開発支出に係る投資税額控除率の引上げ、設備投資

税額控除制度の新設、新規雇用した従業員に係る給与費用の割増控除対象

の拡大、及び一般従業員の賃上げに係る給与費用の割増控除率引上げです。

これにより、中小・零細企業による研究開発・イノベーションや事業転換への投資

を促進するとともに、人材確保や賃金引上げのインセンティブを高めることが期待さ

れます。関連規定の適用を検討している中小・零細企業におかれては、今後の改

正案の審議状況及び施行動向にご留意ください。 
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